
 

仮想通貨と納税について 

 

 仮想通貨の取引があり、もうかった場合には、利益の部分は税金の課税対象となります。3 月の確定

申告の時には申告洩れが生じないように注意する必要があります。しかし、昨今の仮想通貨の市場を見

ていると、相場は下落している感があり、仮想通貨の保有者でもうかっている人は非常に少ないのでは

ないか？という印象を持っています。 

国税庁は昨年の 12 月 20 日に「仮想通貨に関する税務上の取扱いについて」（以下、「FAQ」と記載し

ます。）という情報を更新しました。この公表は、確定申告を意識した国税庁の対応と考えることができ

ます。FAQ には所得税の計算方法や、財産債務調書への記載方法が掲載されており、仮想通貨に関する

取扱いが網羅的にまとめられています。仮想通貨をお持ちで、2019 年中に取引があった方はぜひこちら

の FAQ ご覧ください。 

 なお、海外の閉鎖された仮想通貨交換所での取引に関する情報であっても、取引を追跡することがで

きるのが仮想通貨の特徴です。仮想通貨は CRS 情報の対象外とされていますが、取引情報を追跡され過

去の仮想通貨バブルの際の申告洩れを遡って指摘されるリスクもあるのでご注意ください。 

 

筆者が FAQ を読んで大変興味をもったのは、「仮想通貨による給与等の支払」という項目です。課税

上の取扱いとしては支給時の取引価額をもって、源泉徴収税額を計算するという内容です。 

仮想通貨は支払い手段の一つであることをふまえると、労働者が仮想通貨での賃金支給を期待する可

能性もあると思います。しかし問題は、仮想通貨は納税手段として認められてはいないという点です。

雇用主が源泉徴収した税額を納付する手段は日本円のみになります。 

 

現代貨幣理論（Modern Money Theory 以下、「MMT」と略します。）では、仮想通貨は貨幣ではないと

されています。その理由は、仮想通貨は額面価額を保障する中心的な発行者が存在しないことから巨大

なリスクを孕んでおり、租税の支払いや借金の返済に用いることができないため貨幣とはなりえないと

されています。換言すると、貨幣制度はあくまでも国家が計算貨幣を決め、それを単位として表示され

る租税義務を履行するための支払い手段を発行する制度であるということになります。だから仮想通貨

は貨幣でないことになります。 

 

 MMT によると、納税者が通貨を使って租税を支払えるようにするためには、まず政府が財政支出を

する必要があるとされています。すると納税者は納税をするために通貨を受け取ることになり、通貨が

流通すると説いています。政府は国債の発行により財源の確保ができることから、政府が租税を必要と

するのは歳入を増やすためでなく、国民が通貨を手に入れるために生産活動を行うように仕向けるため

の手段として重要な意味を持つことになります。 

 

 筆者は税理士として、MMT が示す租税の役割を理解できると感じています。しかし一方で、租税法に

は憲法が担保する課税の公平が必要であることから、MMT だけでは租税の役割を説明しきれていない

とも感じているところです。租税の役割を議論することは、租税回避の議論につながる部分があると考

えます。 
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